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木質バイオマス関連事業
および㈱ジュオンの
現状と今後の方針
林業振興課木質バイオマス係　☎０８２４−７３−１１３０

　

広
大
な
森
林
を
持
つ
本
市
は
、豊
富
な

森
林
資
源
を
強
み
と
し
て
有
効
活
用
す
る

ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、平
成
18
年
３

月
に
策
定
し
た「
み
ど
り
の
環
経
済
戦
略

ビ
ジ
ョン（
※
１
）」に
お
い
て
、市
の
３
大
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の一つ
と
な
る「
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
活

用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト（
※
２
）」を
立
ち
上
げ
ま

し
た
。そ
し
て
、森
林
資
源
の
有
効
活
用
に

よ
る
循
環
型
社
会
の
構
築
や
森
林・里
山
再

生
、林
業
振
興
を
図
る
た
め
、ペ
レ
ッ
ト
製
造

事
業
や
ペ
レ
ッ
ト
利
用
機
器
の
導
入
促
進
を

は
じ
め
、今
日
ま
で
各
種
事
業
を
推
進
し
て

き
ま
し
た
。

　

事
業
の
中
に
は
、具
体
的
な
成
果
が
出

て
き
た
も
の
も
あ
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
掲
げ
た
目
標
の
達
成
に
向
け

て
、さ
ら
な
る
事
業
の
推
進
を
図
り
ま
す
。

　市が推進してきた木質バイオマス関連事業
のうち、㈱ジュオンおよびグリーンケミカル㈱が
実施していた事業は、㈱ジュオンの営業停止に
より中断を余儀なくされています。
　今回の事態で、市民の皆さん並びに関係者
の皆さんへ多大なるご心配をお掛けしており、
また企業情報を含むことなどから十分な情報

提供ができていないことについて、お詫び申し
上げます。
　３月３１日に、前述の２社から今後の方向性
が示され、代理人弁護士および金融機関など
で確認されたことから、これまでの経緯とともに
市民の皆さんへお伝えします。

※
１
　
市
の「
強
み
」
で
あ
る
農
村
・
農
林
業
資
源
を

最
大
限
に
活
用
す
る
こ
と
で
、
地
域
内
の
経
済
循
環

を
創
出
し
、
市
民
所
得
の
向
上
と
か
つ
て
の
心
豊
か

な
暮
ら
し
や
美
し
い
ふ
る
さ
と
を
取
り
戻
す
た
め

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構
想
。

※
２
　
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
有
効
活
用
す
る
た
め

の
各
種
構
想
・
計
画
の
策
定
と
、
そ
れ
ら
に
基
づ
く

具
体
的
な
事
業
の
総
称
。

み
ど
り
の
環
経
済
戦
略
ビ
ジ
ョ
ン
（
平
成
18
年
）

木質バイオマス活用プロジェクト
◆基本となる計画・構想
　・庄原森のバイオマス産業団地構想（平成 18年）
　・庄原市地域新エネルギー重点ビジョン（平成 19年）
　・庄原市バイオマスタウン構想（平成 19年）
◆計画・構想に基づく具体的事業
　・庄原産ペレットの製造事業
　・ペレット利用機器の導入促進
　・木質バイオマス利活用プラント整備事業　など

農業自立振興プロジェクト

観光振興・定住促進プロジェクト

3
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
立
ち
上
げ

木質バイオマスを有効活用する各種事業を推進

■【木質バイオマス活用プロジェクトの取り組み】 木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
の
取
り
組
み
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そ
の
よ
う
な
中
、本
市
と
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
関
連
事
業
の
推
進
に
係
る
協
定
を
締
結

し
て
、木
質
バ
イ
オ
マ
ス
事
業
に
取
り
組
ん
で

き
た
㈱
ジ
ュ
オ
ン
が
昨
年
11
月
30
日
、営
業

を
停
止
し
破
産
手
続
き
の
申
し
立
て
準
備

を
行
う
と
の
告
示
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、市

は
事
実
関
係
の
把
握
や
情
報
収
集
に
努
め

る
と
と
も
に
、事
業
継
続
に
向
け
て
関
係
者

と
の
協
議
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

　

今
年
３
月
31
日
に
は
、㈱
ジ
ュ
オ
ン
お
よ
び

グ
リ
ー
ン
ケ
ミ
カ
ル
㈱
の
２
社
か
ら
今
後
の

方
向
性
に
関
す
る
意
思
表
示
が
あ
り
、代

理
人
弁
護
士
お
よ
び
金
融
機
関
な
ど
で
確

認
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、今
後
は
そ
の
方
針
に

基
づい
て
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
き
ま
す
。

（
こ
れ
ま
で
の
経
緯
と
今
後
の
方
針
は
15

ペ
ー
ジ
の
表
の
と
お
り
）

　

㈱
ジ
ュ
オ
ン
の
営
業
停
止
に
よ
り
生
じ
た

今
回
の
事
態
は
、プ
ラ
ン
ト
事
業
の
本
格
稼

動
に
向
け
て
取
り
組
み
を
進
め
て
い
た
矢
先

の
突
然
の
出
来
事
で
あ
り
、市
も
大
き
な
衝

撃
を
受
け
ま
し
た
。

　

今
日
ま
で
、関
係
機
関
と
の
調
整
を
含

め
、事
業
継
続
の
た
め
の
情
報
収
集
や
関
係

者
と
の
協
議
な
ど
、事
態
の
打
開
に
全
力
で

取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

■木質バイオマス活用プロジェクトの各種事業

㈱
ジ
ュ
オ
ン
の
営
業
停
止
に
よ
る

事
業
へ
の
影
響

市
の
考
え
方
と
今
後
の
取
り
組
み
方
針

事　　業

㈱ジュオン・グリーンケミカル㈱関連事業
ペレット
製造事業

ペレットボイラー・ペレットストーブ
導入事業

リフレッシュハ
ウス東城への木
質チップボイ
ラー導入

バイオエタノー
ル実証実験

木質バイオマス
利活用プラント
整備

庄原産ペレット製
造事業の事業化

新庁舎へのペ
レットボイラー
導入

温泉施設などへ
のペレットボイ
ラーの導入
①道後山高原荘
②すずらんの湯
③鮎の里
④神之瀬の湯

公共施設へ 63
台のペレットス
トーブ導入

整備年度 平成 19年度 平成 19年度
平成 20〜
22年度

平成 21年度 平成 20年度
平成 21〜
22年度

平成 19〜
20年度

これまでの
実績

（H23.3.31
現在）

チップ使用量 製造量
製造量
（木粉、樹木油出油）

原料使用量および
ペレット製造量

ペレット使用量 ペレット使用量 ペレット使用量

857ｔ 141.7ℓ
−

（操業停止により）
原料　約 430t
製造量約 220t

108.3ｔ
一部稼動で
約 44ｔ

約 80ｔ

効果または
今後の取組み

①�灯油削減量約
160kl ／年
②��CO2削減量
　（3年間）
　1,232ｔ-CO2
③�国内クレジッ
ト取引
　937t-CO2
　（3年間）

・�最適製造条件確
立のための実証
実験を実施
・�製造コスト削
減が今後の研
究課題

年間 7,200ｔの
林地残材を活用
予定

４年後には年間
1,000ｔの製造、
林地残材2,000t
の有効活用を目標

地中熱熱源設備
との併用により
①��CO2 削減量
92ｔ-�CO2／年

②�ランニングコスト
　年間 40％の削減

本年度から年間
約 240t使用見
込み
①�灯油削減量
　約 130kl ／年
②CO2削減量
　約360ｔ-CO2／年

①�灯油使用
　削減量試算
　約 12kl ／年
②CO2削減量
　�約 29t-CO2／年

庄原工業団地に整備された
木質バイオマス利活用プラント
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事
業
の
中
断
と
い
う
事
態
に
至
っ
た
の
は

非
常
に
残
念
な
こ
と
で
す
が
、チ
ッ
プ
ボ
イ

ラ
ー
事
業
で
は
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
有
効
活

用
で
き
、二
酸
化
炭
素
排
出
権
取
引
に
よ
る

新
た
な
収
入
増
に
も
つ
な
が
っ
て
い
た
ほ
か
、

プ
ラ
ン
ト
事
業
は
本
格
稼
動
に
よ
り
相
当

量
の
未
利
用
木
材
活
用
と
新
規
雇
用
創
出

も
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
って
い
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
事
業
は
、豊
富
な
森
林
資
源
を

有
効
活
用
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
理
念
に
合

致
す
る
も
の
で
あ
り
、今
後
と
も
事
業
目
的

の
達
成
の
た
め
に
継
続
実
施
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
て
お
り
、そ
の
た
め
の
対
応
を
と

る
よ
う
検
討
し
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
と
同
時
に
、補
助
金
返
還
な
ど
の
負

担
が
生
じ
な
い
よ
う
、国
お
よ
び
関
係
者
と

協
議
を
継
続
し
て
行
って
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
十
分
な
情
報
提
供
が
で
き
て
い

ま
せ
ん
で
し
た
が
、方
向
性
も
固
ま
っ
た
こ

と
か
ら
、今
後
は
必
要
な
情
報
を
随
時
提

供
し
て
い
き
ま
す
の
で
、ご
理
解
を
お
願
い

し
ま
す
。

①木質チップボイラー整備事業
◆事業主体：㈱ジュオン
◆事業年度：平成 19年度
◆事業概要：東城町の健康増進施設「リ
フレッシュハウス東城」へ、木質チッ
プを燃料とするボイラーを導入。
◆補助対象：建物、ボイラーおよび付属
設備
◆交付金額：1,996 万円
◆補助事業：農林水産省地域バイオマス
利活用交付金

灯油使用量や二酸化炭素排出量の削減に取
り組む。
また、削減した二酸化炭素排出量を国内ク
レジット制度により取引している。

①木質チップボイラー整備事業
・財産の無償取得および事業継続を検討
・国内クレジット取引の収入減に対する
　損害賠償の請求

②バイオエタノール実証実験施設整備事業
・酵素糖化技術の研究開発など、実験施  
　設として有効活用することを含め検討

③木質バイオマス利活用プラント整備事業
・事業譲渡により新たな受け手となるス
　ポンサーと事業継続に向けた協議

バイオエタノールを実際に製造し、大量生
産に関する最適条件などを研究。

平成 23年春の本格稼動に向け準備を進めて
いた。

②バイオエタノール実証実験施設整備事業
◆事業主体：㈱ジュオン
◆事業年度：平成 19年度
◆事業概要：木材を糖化発酵させてエタ
ノールを製造する実証実験の施設設備
を整備。
◆補助対象：エタノール製造機器
◆交付金額：1,441 万円
◆補助事業：農林水産省地域バイオマス
利活用交付金

③木質バイオマス利活用プラント整備事業
◆事業主体：グリーンケミカル㈱
◆事業年度：平成 20年度～ 22年度
◆事業概要：未利用の木質バイオマスか
ら、排気ガス浄化溶液の原料やバイオ
プラスチックの原料となる木粉を製造
する工場を建設。
◆補助対象：プラント内の機械設備
◆交付金額：4億 5,068 万円
◆補助事業：農林水産省地域バイオマス
利活用交付金

平成 22年 11月 30日　㈱ジュオンの営業停止・破産手続き準備により事業中断

◆㈱ジュオン、コスモエース㈱（㈱ジュオンの関連会社）は破産
◆㈱ジュオン代表取締役 西本徹郎氏、グリーンケミカル㈱代表取締役 西本清宏氏は自己破産
◆グリーンケミカル㈱は民事再生による事業譲渡（※）を目指す

関係者で事業継続や事業主体に関する協議

事業目的の達成と補助金返還などの負担回避に向けて

【平成 23年 3月 31日に確認された方向性】

★①～③の対応と合わせて、補助金返還などに関して国・関係機関と協議を続ける

《これまでの経緯と今後の方針》　（平成 23 年 4月6日現在）
【行ってきた事業の内容】
　市内で発生する未利用の木質バイオマス資源を有効活用し、循環型社会の構築や森林・里山再生、地域活性化
を図るため、以下の事業を行ってきました。

※
民
事
再
生
に
よ
る
事
業
譲
渡

民
事
再
生
と
は
、経
営
破
綻
の
お
そ
れ
が
あ
る

場
合
に
と
る
こ
と
が
可
能
な
法
的
再
建
手
続
の

こ
と
。原
則
と
し
て
、裁
判
所
に
よ
っ
て
監
督
委

員
が
選
任
さ
れ
、裁
判
所
や
監
督
委
員
の
監
督

の
も
と
、債
務
者
自
ら
が
事
業
主
体
の
地
位
や

財
産
の
管
理
権
を
維
持
継
続
し
た
ま
ま
事
業

の
再
建
を
行
い
ま
す
。今
回
の
再
生
手
法
は
、

裁
判
所
の
許
可
を
得
て
第
三
者
へ
事
業
を
譲
渡

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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